
白岡市で成長したい企業を
支援する条例

　白岡市内に事業所を新たに設置し、または

拡張し、成長していく企業に対し優遇措置を講

ずることにより、産業の振興および雇用機会

の拡大を図り、地域経済の活性化に寄与する

ことを目的とするものです。

問　優遇措置を講じて、産業振興や雇用の拡

大を図り、地域経済を活性化するためとしてい

る。どの程度の効果が見込めるとしているのか、

進出企業の需要見込みや効果の試算はどのよ

うになっているのか、当局の見通しは。

答　市の直接的な利点として税収増がある。

次に経済波及効果や、地元での雇用の拡大が

考えられる。さらに、既存企業が事業所を増

設する場合、優遇措置を対象としたことから、

市外撤退の抑止効果も期待できる。進出企業

の需要見込みは、主に物流関係の企業進出が

期待できるものと考えている。また、奨励金の

交付は一定の効果があると考えている。事業

を5年間以上行うとする指定要件を設けている

ので、奨励金を上回る効果があるものと考えて

いる。

税条例等の一部改正

　地方税法等の一部を改正する法律の公布に

ともない、市条例を改正する必要が生じたこ

とにより、これを改正するものです。

問　中小企業の設備投資関係の特別な基準と

は、どのようなものか。

答　市で定めた計画基準に沿っていること、

生産性を向上するための設備であること、企

業の収益向上を目的とすることである。

都市計画税条例の一部改正

　地方税法等の一部を改正する法律の公布に

ともない、市条例の関係規定の整理をする必

要が生じたことにより、これを改正するもので

す。

問　地方税法の一部改正が、どう影響したの

か。

答　地方税法の改正にともなう条ずれ、項ず

れなので、内容に変わりはなく、何も影響して

いない。

放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準の一部改正

　放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準の一部改正にともない、放課後児

童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正するものです。

問　県の支援員資格講習の受講者数に制限が

ある中、新しい資格要件を追加する必要があ

るのか。

答　受講制限があるため、県から計画的に受

講するよう通知がきている。

　６月７日から27日までの21日間に
わたって定例議会が開かれ、報告４件、
市長提出議案15件を審議し、いずれも
原案のとおり同意・可決・承認しました。
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